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あらまし  現在日本では、これまでに例を見ない速度で少子化が進行している。夫婦の最終的な出生数である完

結出生児数が、長期的に人口が増えも減りもせず一定規模に維持するために必要な人口置換率を下回っており、人

口規模の縮小は避けられない状況にある。少子化の背景として、所得水準の伸び悩みや経済的不安定性、子育てに

要する費用の増大、晩婚化の進行など、さまざまな要因が指摘されてきた。こうした中、45～49 歳において 1 人も

子どもを産んでいない女性の割合である生涯無子率は OECD 加盟国の中で最も高く、今後もさらに上昇すると見込

まれている。無子個人と有子個人をそれぞれ対象に、出産の意向について被説明変数として二項ロジスティック回

帰分析を行った。その結果、無子個人については、年齢や経験したことのない出産に対する不安が出産意欲に大き

く影響を及ぼすことが分かった。一方で、有子個人については、子育てに関連する費用が現実のものとして可視化

されるため、子育てにおいて発生する負担などが強く影響していることが確認された。 
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1. はじめに  
日本では少子化が急速に進行している。厚生労働省

[11]によると、令和 6 年の出生数は 68 万 6061 人で、

これは前年の 72 万 7288 人より約 4 万人減であること

が示される。また、母の年齢 (5 歳階級 )別にみると、全

ての階級で減少し、合計特殊出生率は 1.15 と前年の

1.20 より低下したことも合わせて示された。  

夫婦の最終的な出生数である完結出生児数につい

ては、国立社会保障・人口問題研究所 [13]によると、

2021 年 (第 16 回 )調査時点では 1.90 人となり、これは

2002 年 (第 12 回 )調査までは、2.2 人前後で安定的に推

移してきたのに対して減少に転じた。人口が長期的に

増えも減りもせずに、一定となるために必要な合計特

殊出生率を人口置換率という。この人口置換率につい

ては、国立社会保障・人口問題研究所 [14]によると、

2023 年には 2.07 であり、2000 年以降この水準を保っ

ている。また、1974 年以降現在においても合計特殊出

生率が人口置換率を下回っており、合計特殊出生率に

ついては 1974 年に 2.05 であったが 1975 年には 1.91

と 2 を切りそれ以降大きく回復することなく低下を続

けている。  

OECD[10]は、45～49 歳において 1 人も子どもを産

んでいない女性の割合は生涯無子率と定義している。

OECD[10]では、1975 年生まれの生涯無子率は 28.3％

で、これは OECD 加盟国平均の 16.2％を大幅に超えて

いることが示される。さらに、国立社会保障・人口問

題研究所 [14]によると、2005 年生まれの女性が 50 歳に

なった時の無子割合は 33.4％に達すると推計される。

以上より、国際的にみても急速な出生率の低下を経験

しており、さらには子どもを持たない人の割合が非常

に多い国であり、今後もその傾向には歯止めが利かな

いと予想される。このことからも、少子化に関する議

論は、子を持たない個人について「なぜ持たないのか

／持てないのか」、子を持つ個人について追加で子を

「なぜ持たないのか／持てないのか」を分けて考察す

る必要があろう。本研究では、1 more baby 応援団  [16] 

が WEB アンケートにより実施した「夫婦の出産意識

調査」の個票データを用いて、「子を持つか」および「追

加で子を持つか否か」という出産の意思決定に影響を

及ぼす要因について明らかにする。具体的には、無子

個人と有子個人を区別し、それぞれについて出産意向

に影響を与える要因を実証的に分析する。そのために、

初産の意思決定と追加出産の意思決定の違いに注目し、

両者に影響を与える要因を明らかにすることを通じて、

少子化のメカニズムへの理解を深めることを目的とす

る。このように、本稿では、初産と 2 人目以降の出産

の意思決定に注目するところに、本稿の特色がある。  

 

2. 先行研究  
出生行動に影響を及ぼす要因として、Becker [2]以降、

経済学では出生率低下について様々な視点から研究が

行われている。そこでは、個人の合理的な行動の結果、

子を何人もつかという意思決定において、「子を持つ」

ということが前提に分析が行われているものが非常に

多い。一方、Momota[5]では、出生率が長期的に資本蓄

積と社会厚生に及ぼす影響について、出生率を、1）母
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親が 生 む 子ど もの 数 (Intensive margin) 、 2 ）母 親 率

(Extensive margin)、とに区別して分析を行っている。

一般に、経済学では出生率に関する議論は上記 1）が

想定されることが多く、2）を導入することで初めての

子を持つかどうか（初産）についての意思決定を組み

込むことが可能となる。また、守泉 [8]では、日本にお

ける無子割合の長期的な動向および女性を対象として

無子の要因を、実証分析により明らかにしている。そ

こでは、無子を不妊や健康上の理由による無子である

「非自発的無子」と結婚・出産の延期や無子を望む「自

発的無子」に区別し、若い世代ほど自発的無子が増加

していることを指摘している。また、無子志向型の無

子女性について、結婚解消経験や子どものふれあい経

験の少なさが、有意に影響を及ぼしていることも明ら

かにしている。  

人口経済学の枠組みで指摘される出生行動に影響

を及ぼす主要因として、まず所得があげられる。  

Becker[2]は、親が子どもを消費財とみなす場合、消費

者の効用最大化行動の結果として最適な出生率が導出

されることを示した。同モデルでは、所得が高いほど

出生率も高くなる一方で、子育てに機会費用が発生す

る場合、母親の賃金率の上昇は出生率を引き下げる可

能性が示される。このことから、子育てには時間がか

かり、母親が中心となって育児を担っているのであれ

ば、母親の賃金率上昇は出生率にネガティブな影響を

及ぼし、一方で父親の所得増加は出生率に対してポジ

ティブな影響を及ぼしうることが分かる。  

Doepke and Tertilt[3]では男性よりも女性のほうが子

ど も へ の 選 好 が 強 い こ と が 示 さ れ 、 Attanasio and 

Lechene [1]では女性の所得と子どもの衣服や食料に対

する支出額との間に正の相関があることが示されてい

る。これらの研究は、女性を取り巻く社会的環境に出

生率が依存しうることを示唆している。  

宇南山 [6]は、集合体モデルを用いて日本の未婚率上

昇の要因について考察を行っている。同研究では、妻

は結婚によってフルタイム労働者として就労できるか

どうかが外生的要因によって決定され、確率的にパー

トタイム労働者になるリスクが想定される。つまり、

結婚という選択を行うことにより、妻の所得が低下す

るパートタイム労働者になるというコストを負担する

状況が想定される。別府 [7]では、有配偶女性について、

出生率および出生前後の就業継続率が正規就業ではと

もに 1987 年から 2007 年にかけて上昇しているものの、

非正規就業については両指標とも低水準で推移してい

ることが示される。また、夫婦間の交渉において妻の

交渉力が高くても、前述のリスクが存在する限り、女

性が結婚するとは限らないことが示されている。これ

を出生率の枠組みに当てはめると、結婚において妻が

産後、子育て等の時間を含めた負担を負い、かつ労働

市場への復帰が実現されないというリスクが存在する

のであれば、子どもを産まないという選択肢は十分に

ありうることとなる。  

以上を踏まえると、出生率に影響を及ぼす要因とし

て、(1)経済要因 (収入、経済的不安、物価、将来不安 )、

(2)就業・ワークライフバランス (本人の働き方、配偶者

の働き方、労働時間・日数、育児休業制度・企業風土 )、

(3)家庭内要因・夫婦関係 (バーゲニング、育児のシェア、

家事分担への満足度、夫婦関係の良好さ、ワンオペ感 )

などが挙げられる。  

このほか、出産後の女性の 30-50%が経験するといわ

れる「マタニティブルー」も影響を及ぼしていると考

えられる。厚生労働省 [12]では、子育ては養育者に喜び

や生きがいなどのポジティブな影響を及ぼす反面、子

育て自体が心の健康にネガティブな影響を及ぼすスト

レス要因として作用する可能性が指摘される。ここか

ら、(4)心理的・健康要因 (出産・育児不安、健康・年齢

不安、第 1 子出産時の経験 )なども影響を及ぼす要因と

して作用すると考えられる。  

また、Fluchtmann et al. [4]では、育児休業給付、保育

制度、家族手当などの公的支出の拡大が出生率を引き

上げることが示されている。このことから、(5)社会制

度・地域環境 (自治体の子育て環境 )も重要な要因とし

て位置づけられる。  

 

3. データと方法  
本研究の目的は、「子を持つか」および「追加で子を

持つか否か」という出産の意思決定に影響を及ぼす要

因について明らかにすることである。ただし、本稿で

は出産意欲と出産意向を特に区別せず、同じものとす

る。そのうえで、無子個人と既に子がいる有子個人に

分けて、それぞれのグループの出産意向に影響を及ぼ

す要因を確認するために、以下では多変量解析を行う。 

 

3.1 データ  

研究では、1more Baby 応援団 [16]の「夫婦の出産意

識調査」の個票データを使用する。調査対象は既婚者

2,961 名で、子ありが 1,974 名、子なしが 987 名で構成

表 1 子どもの数の割合

 
 

子どもの人数 割合（％）

0 33.3

1 33.3

2 27.8

3 5.0

4 0.5

計 100
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され、子の内訳は表 1 にて示される。  

表 1 のとおり、33.3％が子どもを持たず、33.3％が子

を 1 人、27.8％が子を 2 人、5.0％が子を 3 人、そして

0.5％が子を 4 人持つ。ただし、子どものいる既婚者の

平均子ども数は 1.59 人である。  

 

3.2 変数の定義  

3.2.1 被説明変数：出産意向  

本研究では、今後の出産意欲である出産の意向を説

明変数とする。守泉 [9]では、出生意欲（＝出産意欲）

についての整理が行われている。そこでは、出生意欲

の子どもの数に関するデータとして、「個人が目標とす

る子ども数」と「平均的な、あるいは典型的な家族に

適した子ども数」に大別されること、また、出生意欲

には子どもを持つ時期に関する意識も含むとしている。

1 more baby 応援団 [16]が実施した調査では、守泉 [9]の

出生意欲における後者に対応するデータがとられてい

る。具体的には、「出産する／したいと思う（以降、出

産意向あり」「出産はしないと思う（以降、出産意向な

し」「わからない」と回答を求めているが、本研究では

「わからない」を除いた「出産意向あり」を 1，「出産

意向なし」を 0 として二値変数として再構成を行った。 

 

3.2.2 主な説明変数：世帯年収  

先行研究でも述べたように、出生行動は所得に依存

するため、本研究でも世帯年収を主要な説明変数の一

つとして用いる。ただし、調査票における世帯年収は

100 万円ごとの細かい所得階級で回答されている。本

研究では、中所得者層を中心に、低所得者層や高所得

者層の出産意向がどのように異なるかについても研究

の主眼にしている。そのため、世帯年収を総務省統計

局「家計調査」における収入五分位区分に基づき、次

のように整理を行った。   

まず、100 万円未満～400 万円未満を「低所得層」、

400～500 万円未満を「中低所得層」、500～700 万未満

を「中所得層」、700～900 万未満を「中高所得層」、900

万円以上を「高所得層」とした。そのうえで、中所得

層を基準カテゴリとして、それぞれの所得階層につい

てダミー変数を作成して分析に投入している。  

 

3.2.3 主な説明変数：年齢  

年齢は連続変数であり、回答者の回答時点における

実年齢（歳）であり、20 歳から 49 歳までの個人の回

答があった。出産意向は年齢と非常に密接な関係があ

り、令和 6 年度においては厚生労働省 [11]によると合

計特殊出生率について、母の年齢（5 歳階級）別にみ

ると 30～34 歳で最も出生率が高く、25～29 歳がそれ

に続く。このことからも本研究では、回答者の年齢に

ついて 1 歳刻みなどの細かな差を比較することよりも、

年齢を 5 歳階級で見ることにより、年齢階級別の出生

意向の差異を分析したい。具体的には、20～24 歳を「20

代前半層」、25～29 歳を「20 代後半層」、30～34 歳を

「30 代前半層」、35～39 歳を「30 代後半層」、40～44

歳を「40 代前半層」、45～49 歳を「40 代後半層」とし

た。  

 

3.2.4 主な説明変数：子どもダミー  

出産意向については、4.1 にて後述するように、無子

個人と有子個人とでは出産の意向およびそのタイミン

グが異なる傾向がみられる。さらに、子の数が個人の

効用に影響を及ぼし、さらに子を消費財とみなす出生

モデルにおいては、一般に効用関数は対数形が想定さ

れる。そのもとでは、個人は子の数に対して限界効用

逓減が仮定される。つまり、子をたくさん持てば持つ

ほど子から得られる効用水準は低下すると考えられる。

そこで、本研究においては、後述の追加出産意向モデ

ルにおいては、「子が 1 人いる」を基準カテゴリとし

て、「子が 2 人＝2」、「子が 3 人以上＝3+」として、モ

デルに投入している。  

 

3.2.5 その他の説明変数  

 先行研究では、出生行動に影響を及ぼす要因として、

①経済要因、②就業・ワークライフバランス、③家庭

内要因・夫婦関係、④心理的・健康要因、⑤社会制度・

地域環境といった観点から整理がなされてきた。本研

究においても、この枠組みを踏まえ、各要因に関連す

ると考えられる変数を分析に投入している。  

具体的には、経済要因として世帯年収を、就業・ワ

ークライフバランスに関しては本人および配偶者の就

業形態や職場環境に関する変数を用いている。また、

家庭内要因・夫婦関係については、育児や家事の分担

状況、夫婦関係の良好さに関する変数を含めている。

さらに、子育てに対する不安や出産に対するためらい

といった主観的評価は、心理的・健康要因として位置

づけている。加えて、地域の子育て環境を示す変数や、

年齢、結婚年数、子の数といったライフコース上の要

因についても、統制変数として考慮している。  

 

 

4. 分析結果  
4.1. 記述統計  

分析に用いる主な変数の平均／割合は表 2 の通りで

ある。  
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 表 3 は、出産の動向について「意志あり」と「意向な

し」グループにおいて、実際の子ども数と出産のタイ

ミングについて示したものである。ただし、各セル内

は同じ子ども数を持つグループのうち、各々の出産の

動向およびタイミングについて回答した個人の割合で

ある。表 3 より、子どもを産んでいない無子個人につ

いて、出産の意向ありが 75.4％と出産意向を持つ割合

が高く、その多くが「すぐに欲しい」の 56.0％であり、

比較的早い段階での出産を希望している傾向がある。

有子のうち「子が 1 人」の個人は、無子個人と同じく

出産の意向を持つ割合は高いが、タイミングとしては

「すぐ欲しい」と「1～2 年後」に分散されている傾向

にある。「子が 2 人、3 人」の個人については、「出産

の意向なし」が多数を占めている。また、「出産の意向

あり」の個人についても、「すぐに欲しい」が最も多い

ものの、「1～2 年後」「3～5 年後」と無子および「子が

1 人」に比べると、出産のタイミングは後ろにずれて

おり、出産時期を先送りする傾向がみられる。また、

「いずれは欲しい」の回答が「子が 3 人」の個人には

多く、子は欲しいものの現実味を帯びていない可能性

がある。「子が 4 人」の個人は全体の 0.5％であるが、

出産の意向は高くさらにそのタイミングも先送りする

傾向がない事も確認できる。  

 

4.2 初産および追加出産の意向の有無の規定要因に

ついて：二項ロジスティック回帰分析  

前述の通り、本研究における被説明変数は出産意向

について二値変数であり、二項ロジスティック回帰分

析により、ある事象が生起する確率を世帯収入や第一

子の有無などの説明変数によってモデル化する。出産

意向については「初めての子を持つか否か」という意

思決定と、すでに子がいて「次の子を持つか否か」と  

表 2 分析に使用する主な変数の平均／割合  

 

平均 割合（％）

出産の意向あり 54.3

出産の意向なし 31.8

出産の意向わからない 14.0

子ども数 1.1

年齢（歳） 32.9

結婚年数（年） 4～6年

世帯年収 700～800万円未満

低所得者層 21.9

中間層 67.3

高所得者層 10.8

※中間層は中低所得者層、中所得者層、中高所得者層の合計

 

表 3 「出産の意向あり・なし」グループの出産のタイミングと子ども数  

 

 

出産の意向なし(%)

すぐに欲しい 1～2年後 3～5年後 6年後以降 いずれは欲しい 計

56.0 12.7 2.8 3.9 24.6 100

37.4 25.9 9.4 3.9 23.4 100

14.7 8.7 6.8 0.4 6.5 62.9 100

12.8 6.0 3.8 12.0 65.4 100

46.7 6.7 46.7 100

出産の意向あり(%)

子どもの数／タイミング

0人

1人

2人

3人

4人
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 表 4 初産意思決定および追加出産意思決定における二項ロジスティック回帰分析の結果  
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いう意思決定、という異なる意思決定の段階があり、

本節ではこれらの意思決定の段階の違いに注目し、そ

れぞれにおいて出産の意思決定にどのような要因が影

響を及ぼしているかについて検討したい。  

本節において用いるロジスティック回帰分析の基

本的な推計式は、以下の通りである。  

𝑙𝑜𝑔 ൬
𝑝

1 − 𝑝
൰ = 𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡 𝑝 = 𝛽଴ + 𝛽ଵ𝑋ଵ + 𝛽ଶ𝑋ଶ + ⋯. 

ここで、𝑝は出産の意向ありの生起確率であり、説明変

数は 3．2 節で示した通りである。  

 

4.2.1 初産における出産の意思決定について：初産

意向モデル  

本項では、無子個人を対象にし、初めての出産に対

する意向に影響を及ぼす要因について確認をした。そ

の分析の結果は表 4 にてまとめられるが、初産の意向

モデルにおいては、  

𝜒ଶ(544) = 215.741,  𝑝 < .001,  𝑀𝑐𝐹𝑎𝑑𝑑𝑒𝑛𝑅ଶ = .343 

から十分なモデルの当てはまりが確認された。  

初産の意向について、年齢については 30 代後半群

については有意に低下しており（OR=0.159）、40 代後

半群についてはさらに低下している (OR=0.03)。結婚年

数についても、結婚年数が長いほど、初産の意向は有

意に低下し (OR=0.469)、1 人目の出産にためらいを感

じている人ほど有意に初産の意向は低下している

(OR=2.507)ことが分かった。  

 

4.2.2 2 人目以降の出産における意思決定について：

追加出産意思決定モデル  

本項では、有子個人を対象にして、追加で子（第 2

子以降）を産むか否かの意思決定に注目する。基本的

なモデルは前項と同様であるが、本節では追加の説明

変数として育児共有「子育ての大変さをしっかりと夫

婦でシェアできている」を投入する。さらに、すでに

子がいて追加でもう一人出産するか否か、という意思

決定において、子が 1 人いる状態から「もう一人産む

か否か」、と子が 3 人いる状態から「もう一人産むか否

か」、とでは追加出産としての意味が違うはずである。 

 そこで、本節では子の数について「子が一人いる」

を基準カテゴリとして、「子を 2 人いる＝2」、「子が 3

人以上いる＝3+」としたうえで、カテゴリ化してモデ

ルに投入している。分析の結果は表 4 にてまとめられ

る。  

分析の結果、  

𝜒ଶ(1031) = 370,795,  𝑝 < .001,  𝑀𝑐𝐹𝑎𝑑𝑑𝑒𝑛𝑅ଶ = .254 

から十分なモデルの当てはまりが確認された。  

また、年齢区分については、基準の 30 代前半群に  

比べると 30 代後半群は有意に追加出産の意向が低下

しており（OR=0.502）、この傾向は 40 代前半群、40 代

後半群と年齢を重ねるほど追加出産の意向が追加して

いるがわかる。また、結婚年数が長いほど、夫婦関  

係が円満であるほど、有意に追加出産の意向は低下し

ている (それぞれ、OR=0.509、OR=0.461)。地域育児に  

ついては、住んでいる地域において子育てがしにくい

と感じるほど、有意に追加の出産意向は低下している

(OR=0.759))一方で、家庭が幸福であるほど追加出産の  

意向は高まることが確認できる (OR=1.019)。  

子の数については、子が 1 人いる個人に比べると、子

が 2 人いる個人および 3 人以上いる個人の追加出産の

意向はいずれも有意に低下していることも分かった

(それぞれ、OR=0.21、OR=0.209)。  

 

4.3 初産意思決定と追加出産意思決定の比較  

ここまで、子どもを持たない個人を対象にした初

産意思決定と、子どもを持つ個人を対象とした追加出

産意思決定について、出産の意向について「あり＝

1」「なし＝0」の二値変数を用いて二項ロジスティッ

ク回帰分析を行った。その結果をまとめたものが以下

の表 5 であり、有意であったものに「●」、非有意に

「－」をつけている。   

表 5 からも見て取れるように、初産の意思決定およ

び追加出産の意思決定において、年齢は非常に重要な

要素であり、年齢を重ねるほど出産の意向は低下して

いた。ただし、追加出産の意思決定においては、40 歳

代を通じてその傾向が有意に確認されていた。一人目

出産である初産の意思決定においては、1 人目出産の

ためらいが出産の意向を押し下げる要因であったのに

対して、追加出産においては家庭内要因・夫婦関係、

社会制度・地域環境およびすでに何人子を持っている

か、という要因が影響を与えていることが分かった。  

 

 

5. 考察と結論  
本研究では、2023 年の夫婦の出産意識調査データを

用いて、出生行動に影響を及ぼす要因を実証的に検討

した。分析の結果、以下が明らかになった。  

表 5 初産意思決定と追加出産決定の比較表  

 
 

初産 追加出産

年齢 ● ●

経済要因 － －

就業・ワークライフバランス － －
家庭内要因・夫婦関係 － ●

心理的・健康要因 ● －

社会制度・地域環境 － ●
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第一に、初産の意思決定においては、年齢や経験し

たことのない出産に対する不安が大きく影響を及ぼす

ことが分かった。第二に、追加出産については年齢に

加えて、子どもを育てるための環境に関連する要因に

影響を受けることが分かった。これらの結果は、初産

と追加出産とでは、意思決定において異なる制約や価

値判断が介在していることが示唆され、追加出産につ

いては、実際の子育てにおいて発生する負担などが影

響していると考えられる。  

一般に、経済学における出生理論では、所得水準な

どの経済的制約が出生行動に影響を及ぼす要因として

あげられる。本研究では、少なくとも初産意向におい

ては、年齢等を一定とした多変量分析において、所得

階層間で明確な差は確認されなかった。この結果は、

初産の意思決定において、子育てにかかる費用が具体

的に認識される以前の段階で、意思決定を行っている

可能性を示唆している。追加出産においても、所得階

層間で明確な差は確認されなかったが、実際の子育て

経験を通じて子育て費用が可視化されており、所得水

準そのものよりも、子育て関する負担が出産意向とよ

り密接に関連している可能性がある。  

本研究の結果から、所得階層間の世帯年収の差異の

みでは、出産の意向の違いを十分に説明できない可能

性が示唆された。このことは、所得水準の引き上げの

みを目的とした政策は、必ずしも出生率の回復に直結

しない可能性があることを示している。さらには、初

産と追加出産では、少子化対策としての出産支援政策

を一律で設計するのではなく、出生段階に応じて異な

るアプローチが必要であることを示している。  

こども家庭庁 [15]では、2030 年代に入ると日本の若

年人口は現在の倍速で急減するため、「日本のラストチ

ャンス」として集中的に実施する具体的な政策を「こ

ども・子育て支援加速化プラン」とし、ライフステー

ジ別（結婚、妊娠～出産・産後、就学前、小・中学校、

高校、大学等）のプランとして、次のような政策が示

されている。  

経済的支援の拡充として、児童手当の所得制限撤廃

と支給期間の高校生年代までの延長、高等教育の無償

化拡大などが実施されている。保育サービスの充実で

は、「こども誰でも通園制度」の創設により未就園児の

定期的な預かりサービスや保育士処遇の改善などが進

められている。働き方改革・両立支援としては、男性

育休の取得促進、育児休業給付の引き上げ（最大手取

り割相当）などがあり、妊娠・出産支援では、不妊治

療の保険適用拡大、伴走型相談支援の充実、産後ケア

事業などの促進が推進されている。これらの中でも、

特に初めての出産を後押しするような環境整備や出産

そのものの不安を軽減する政策により、一人目に対す

る政策として有効であり、実際の子育ての負担を軽減

するような支援や、家庭内・社会的なサポート体制の

充実が、より重要な役割を果たす可能性があり、これ

らの異なる効果を意識した少子化対策を周知すること

も有効であると思われる。  

研究にはいくつかの残された課題がある。本研究で

はクロスセクションデータを用いているため、因果関

係を厳密に特定することは難しい。所得や家族関係が

出産意向に影響を及ぼしているのか、あるいは出産意

向の違いがこれらの要因に影響を及ぼしているのかに

ついては、明らかにすることは有用であると考えられ

る。  
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